(様式第４号)

相談支援事業開始・変更届
	開始・変更

しようとする
事業
	種類
	・一般相談支援事業
・特定相談支援事業
・障害児相談支援事業

	
	提供する
便宜等の内容
	

	事業を行う者
	法人名称
	

	
	法人所在地
	

	基本約款
	

	事業の運営方針
	

	職員の職種
	職務の内容
	職員の定数

	
	
	   人

	
	
	人

	
	
	人

	
	  合                         計
	     　　   人

	主な職員の氏名
	

	主な職員の経歴
	

	事業の実施区域
	

	事業の開始予定年月日
	年     月     日

	他に実施している事業
	事業の種類
	

	
	開始年月日
	

	１　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第７９条第２項の規定により、（　一般相談支援事業　・　特定相談支援事業　）を開始しますので、上記のとおり届け出ます。

２　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第７９条第２項の規定により届け出た事項を変更しましたので、同条第３項の規定により届け出ます。
３　児童福祉法第３４条の３第２項の規定により、障害児相談支援事業を開始しますので、上記のとおり届け出ます。
４　児童福祉法第３４条の３第２項の規定により届け出た事項を変更しましたので、同条第３項の規定により届け出ます。
　　年　　月　　日

法人名称
法人所在地
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

吹 田 市 長 あ て



相談支援事業開始・変更届記入要領
１  標題の届出名のうち、開始・変更のいずれか該当する事項を○で囲むこと。
　　
２  変更の届出をする際には、記入項目は全て記入すること。また、変更に伴い、変更となる添付書類についても併せて提出すること。
（例）事業所の住所変更の場合、運営規程の住所欄の変更も必要となるため、運営規程も併せて提出する。
３　「開始・変更しようとする事業」欄のうち、「提供する便宜等の内容」欄には、事業者が該当事業により提供する便宜の種類等その事業の内容を記入すること。
４　「事業を行う者又は設置者」欄には、市町村、社会福祉法人又はその他の法人の名称及び主たる事務所の所在地を記入すること｡
５　「基本約款」については、定款、全部事項証明書（当該事業の証明のあるもの）、運営規程を添付すること。
６　「主な職員の氏名」欄の主な職員とは､管理者、当該事業の相談支援専門員等をいう。なお、別添２の経歴書の様式は任意である。
７　開始の届出をする際には、収支予算書及び事業計画書を添付すること。
８　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜別紙によることとし、あるいは用紙の枚数を増加し、この様式に準じたものを作成すること。
９　上記の添付書類について、指定申請書等で提出している場合は、再度の提出は不要です。
